












































































































































































































































































































































































も あ っ た（Simon&Gagnon,
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図３ 相対的貧困率（2000年代半ば）
1976）。しかし今日、世界的な不況が長く続く中でアメリカも日本ももはや豊かな社会とは言えず、マートンの「貧
困のアノミー」論は再び説明力を取り戻した。図３は、OECD加盟諸国における「相対的貧困率」をグラフ化した
ものである。OECDでは、可処分所得（収入から税や保険料を引き、年金等の社会保障給付を加えた額）を世帯人
数で調整し、その中央値の50％を「貧困線」とし、それ以下を「貧困」とする方法を採用している。「貧困率」と
は、等価可処分所得が貧困線に満たない世帯の世帯員の割合が何パーセントであるかを示している。図３では、メ
キシコ、トルコに次いでアメリカ、日本の相対的貧困率が高く、世界の先進諸国の中でも両国は「貧困な社会」と
言える。さらに付け加えると、日本およびアメリカは図４に示されるように高等教育機関に対する支出の私費負担
割合が高い。図４で国別に示される２本の棒グラフのうち黒い方が高等教育機関に対する支出の私費負担割合であ
るが、日本は高い方から２番目で65.7%,アメリカは４番目で62％となっている。ちなみにOECD平均は30.3％で、日
本やアメリカの半分以下である。これらのデータは日本およびアメリカ社会に対するマートンの「貧困のアノミー」
理論の適用可能性を裏付けている。
２、アノミーの諸類型
１、で述べたように文化構造と社会・経済構造の不統合は、個人に対してストレイン（緊張）をもたらし、個人
はそのストレインに対して処理あるいは適応を行わなければならない。表２は、「ストレインに対する適応の諸類
型」を示しているが、適応の様式が、「文化的目
標」と「制度的手段」のいずれかを放棄するか、
あるいは両方とも放棄するか、あるいは新しいも
のと代替するかで４類型を形成することがわかる。
以下では、ストレインが発生していない「同調」
を除く各類型について説明を行いたい。
１）革新（innovation）
この類型では、文化的目標を保持しながら、そ
井 上 眞理子12
図４ 教育機関に対する支出の私費負担割合（2012年）
表２ ストレインに対する適応の諸類型
少年非行の臨床社会学
の達成のための制度的手段が放棄され逸脱的手段が選択される。犯罪や非行の多くはこの類型に分類される。この
類型の適応を行う人は成功目標達成に強く執着しているが、低所得層の出身等で制度的手段の利用可能性が制限さ
れ成功目標を達成することができない。しかしそうだからといって成功目標を放棄するわけではなく、合法的敗者
になるよりは非合法的勝者になることが選択される。すなわち、非合法の財やサービスの供給、また暴力や詐欺等
の手段による金儲け等がこれにあたる。激しい競争下にある企業が他に勝る利潤を挙げるために採用する非合法的
手段（企業犯罪等）もこれに該当する。
２）儀礼主義（ritualism）
この適応の類型を採用するのは、下層中産階級出身者が多い。彼らは中産階級とは言いながら貧困であり、やは
り成功目標達成のための制度的手段の利用可能性は制限されている。しかし彼らは幼い時から中産階級の子弟とし
て厳しいプロテスタント的・道徳的しつけを受けて社会化されており、「革新」類型採用者のように逸脱的手段を
採用することはできない。そのため経済的成功という文化的目標は放棄し、小市民としてつつましい幸せに甘んじ
ることを選ぶ。しかしそれだけではストレイン（＝傷つけられた自尊心）を処理し、適応したことにはならない。
そのため彼らは制度的手段の遵守に固執する。「私は貧しいかもしれないが、法・道徳・規範をしっかりと守り続
け、清く正しく生きている。それが私の誇りだ」というのが、彼らの自尊心の拠り所となる。しかしかれらが遵守
している制度的手段は、成功目標達成の手段としては有効性を失い、「目標なき手段」となっている。そしてその
ような手段への固執は、もはや儀礼でしかないのである。
３）逃避主義（escapism）
この適応類型を採用するのも、下層中産階級出身者が多く、「儀礼主義」と同じく制度的手段の利用可能性が制
限されている。彼らは「革新」類型採用者のように逸脱的手段をとることはできず、かといって「儀礼主義」類型
採用者のような「貧しく、清く、正しく」という生き方もいじましいものとして軽蔑する。そのような彼らの適応
の様式は、文化的目標も制度的手段も二つながら放棄するというものである。社会の他の成員と人生目標を共有せ
ず、法・規範・道徳も遵守しないとしたら、彼らは真の「社会的異邦人」である。このような類型に属する人々に
は、放浪者、浮浪者、アルコールや薬物等の物質依存に陥る人々が属するとされている。文化的目標と制度的手段
の両方を放棄した彼らは自尊心の拠り所を、自己の主体的決断によってこれらの放棄がなされたことに求める。成
功目標から逃避して孤独になるのは「自分の選んだ道」であって、人生の敗北のしるしではないという「自己満足
感」と言えよう。
４）反抗（rebel）
この適応類型は、社会構造の変革を志向するものである。文化的目標、制度的手段ともにプラスマイナスである
のは、一般に共有されている文化的目標と制度的手段をともに拒否し、新しいものをこれに替えることを意味する。
文化的目標については、たとえば従来の「個人的成功」に替えて「社会の全成員の生活・福祉水準の向上」を掲げ
る。制度的手段については従来のものは「合法性」の陰に不平等を潜ませているが、それに替わるものは努力と報
酬のより緊密な対応関係を保障する社会構造における「合法性」を掲げる。
Ⅵ、結びにかえて
ⅣおよびⅤにおいて、Ｔ.HIrsciの「社会的絆理論」とＲ.K.マートンの「アノミー理論」を、臨床社会学的方法
論すなわちマクロな社会構造をミクロな個人がどのように経験し、意味づけるかという観点からの再解釈を行った。
少年非行は臨床社会学にとっては、縁の深い分野である。20世紀の初めに臨床社会学がアメリカのシカゴ大学を
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中心に創成された時、主要な実践の場の一つが児童問題相談指導クリニック（childguidanceclinic）であり、非行
少年に対する矯正教育、指導、治療を行う機関であった。また現代でも臨床社会学の主要な活動分野として、犯罪
や少年非行の抑止、あるいは犯罪者・非行少年の処遇をあげることができる。家庭裁判所調査官、法務教官、保護
観察官等は既に現場で臨床社会学的実践を行っている。筆者も大学教員として教育・研究に携わる一方で、家庭裁
判所家事調停委員を長年にわたって務めてきた。
今後はさらに臨床社会学的実践の領域を広げ、少年非行・青少年問題の分野での社会貢献に力を入れたいと考え
ている。
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